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「第一期中期目標期間業務実績に関する評価結果（全体評価）」 

における委員会評価（案）※評価結果の冒頭に挿入される文章 

 

●委員会評価 

公立大学法人三重県立看護大学（以下「法人」という）は、平成２１年４月に「質の高い人材を養成すること及び教育･研究の成果を社会に還元する

ことにより、看護の発展と保健･医療･福祉の向上に寄与する（要約）」という三重県が策定した第一期中期目標の実現を期して、地方独立行政法人法に

基づき法人化された。 

平成２７年３月に第一期中期目標期間を終えるにあたり、三重県は、公立大学法人三重県立看護大学法人評価委員会（以下「法人評価委員会」とす

る）が平成２６年１月に作成･公表した「公立大学法人三重県立看護大学中期目標期間の進捗状況報告書」を基礎に、その後の活動を踏まえ、平成２７

年度４月からの第二期中期目標期間への移行を承認した。しかしながら、第一期中期目標期間における公立大学法人三重県立看護大学が中期目標･中期

計画とどのように取組み、どのような成果と課題が残したかについては、改めて地方独立行政法人法に基づいて第一期中期目標期間評価を行うことが

必要である。 

以下、第一期中期目標･中期計画の主要項目に沿って、ごく簡潔に全体評価を行い、成果と課題を示す。 

 

第一 教育に関する項目 

質の高い看護職者の育成に向けて他に類例の無い取組みを行った。特に全国に先駆けて、しかも全学部的に「教員相互による授業評価」を実施し、

授業形態・学習指導法を改善した。また、平成２３年度の保健師助産師看護師学校養成所指定規則の一部改正に伴う新カリキュラムの運用を平成２４

年度から開始し、看護専門職としてのアイデンティティーの育成をねらいとしたキャリアデザイン教育や日本語トレーニングを導入するなど、創意あ

る取組みを推進し、成果を挙げつつある。 

県内の高校訪問や高校側の意見聴取を強化し、法人化前３年間の平均志願率６．２３倍を法人化後６年間で８･７５倍とし、法人化後６年間の県内平

均就職率を目標値の５０％を上回る５４％とし、平成２４年度には過去最高の６０・７％となった。平成２６年には、高大接続と地域連携により高い

看護力で三重県の保健医療を支える看護職者育成プログラムが文科省の「大学教育再生加速プログラム」に採択された。平成２６年度には、看護師･保

健師･助産師の国家試験合格率をいずれも１００％とした。 

 

第二 研究に関する項目 

外部研究資金獲得を期して科学研究費の申請率を平成２４･２５年度には１００％に高め、２６年度もほぼ水準を維持するとともに、科学研究費の獲

得件数も平成２６年度には１８件と過去最高に達した。 

 

教育・研究の項目につ

いても評価を行う 
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第三 地域貢献に関する項目 

第一期中期目標期間第 1年目の平成 21年度に、地域交流研究センターの名称を地域交流センターとして大学の地域貢献事業の中心的担い手であるこ

とを学内外に明確にし、三重県や市町などの行政機関、県内の医療機関･福祉施設、地域住民、産業界及び卒業生との連携の密度を高め、各年度にわた

り、着実に実践を積み重ねた。とりわけ地域住民との交流を飛躍的に強化し、公開講座等大学主催の行事の開催回数・参加者数は、第一期中期目標期

間の６年連続で大きく目標を上回り、このうち開催回数は平成２６年度には過去最高の５４回を記録した。 

平成２４年度に『三重の看護史』を編纂･発行し、また三重県立看護大学附属博物館を開設し、三重県地域における看護事業の現状認識と将来の発展

にとって大きな刺激を与えた。 

 

第四 業務運営の改善及び効率化に関する項目 

この間の業務運営全般については、学長を兼務する理事長の積極的リーダーシップの下、迅速な意思決定や機動的な組織運営がなされ、その結果と

して公立大学法人評価、大学機関別認証評価に対しても真摯に取り組み、評価の活用に努めた。 

大学のパブリシテイー活動の結果としての行事等の報道発信件数の増加に務め、特に平成２４年度に前年度の 35件を大きく上回る５２件に達して以

後、年々増加が顕著である。 

 

第五 財務内容の改善に関する項目 

２００２年にＩＳＯ１０４００１の認証を取得して以来、１２年にわたる力の結果、第三者評価機関からも高い評価を受けたため、平成２６年度か

ら、認証によらない、看護大学の自主的な環境マネジメントシステムに移行し、事務量やコストを大幅に削減した。 

 

第六 その他業務運営に関する重要項目 

危機管理体制の確立に向けて、平成２５年度に県の指定を受けたＳＣＵ（広域搬送拠点臨時医療施設）の構築に努力し、救急救命研修を４回にわた

り実施した。 

 

＜解決すべき諸課題＞ 

大学院看護学研究科修士課程の学位取得者数の少なさが大きな問題である。大学院研究科での修士学位取得者数は平成２３年度ら２６年度まで、４

年連続で目標値の８名を下回っている。これは、大学院研究科修士課程への入学者の確保が困難であることの反映であるが、早急な改善を求められて

いる。 

また、法人は、優秀な教員を確保するため、特任教員制度、客員教授及び臨床教員の採用など新たな制度を創設し、教育･研究に遺漏がないことを期

しているが、全国的な看護系大学教員の厳しい人材不足の下、現在もまだ専任教員には少なからぬ欠員がある。こうした専任教員の不足の中で、教育・

研究の傍らで管理運営に従事する教員への業務の過度の集中が継続することは、将来における教育・研究力の低下につながるもので、改善が望まれる。 
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